
令和2年

1月
No206（通巻240号）
昭和51年6月創刊

京都労働局HP　http://kyoto-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/

も
　
　
　
く
　
　
　
じ

新年のご挨拶…………………………………………………………………………………………………1
就職氷河期世代を応援する募集をお願いします…………………………………………………………2
令和2年3月新規学校卒業予定者の就職内定状況… ………………………………………………………3
令和元年度第2回障害者就職面接会…………………………………………………………………………4
精神、発達障害者しごとサポーター養成講座のご案内…………………………………………………5
令和元年　京都府内の高年齢者の雇用状況について……………………………………………………6
ハロトレポスターデザインコンテスト表彰式を行いました……………………………………………7
人材確保のために厚生労働大臣の認定を取りませんか?…………………………………………………8
改正女性活躍推進法等セミナーのご案内………………………………………………………… 9、10
「雇用保険適用窓口」来所の受付時間変更のお知らせ………………………………………………… 11
平成30年改正労働者派遣法が令和2年4月1日より施行されます… ………………………………… 12
令和元年度　京都府特定（産業別）最低賃金の改正………………………………………………… 13
アビリンピック京都大会（障害者技能競技大会）のご案内………………………………………… 14
京都府の雇用失業情勢（令和元年11月内容）…………………………………………………………… 15



新年のご挨拶
京都労働局長

新年、明けましておめでとうございます。
皆様におかれましては、お健やかに新春をお迎えのこととお慶び申し上げます。
昨年中は、京都労働局の業務運営に格別のご理解とご協力を賜り厚くお礼申し

上げます。
本年も引き続き変わらぬご支援ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

令和二年を迎えるにあたり、「令和」が持つ「Beautiful Harmony」という意味
を最大限に実感できる年にしたいと考えています。

さて、昨年４月から、働き方改革関連法が順次施行されており、いよいよ本年
４月からは、中小企業に対して時間外労働の上限規制が適用され、大企業に対し
ては正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差が禁止されます。

京都労働局といたしましては、引き続き、法の円滑な施行に向けて、「京都働き
方改革推進支援センター」や各労働基準監督署の相談・支援班などによる、事業
主の皆様へのきめ細やかな相談・支援に努めてまいります。

また、雇用環境が厳しい時期に学校卒業期を迎えた世代への就労支援を喫緊の
課題と位置付け、「就職氷河期世代支援プログラム」として、令和２年度から３年
間集中的に支援を実施することとされています。

京都労働局におきましては、すでに昨年 11 月からハローワーク西陣と京都七条
に専用窓口を開設し、就労支援を実施しているところですが、来年度からは、地
元自治体等との連携・協力のもと、正社員への転換、能力開発等に支援が必要な
方に対して、更なる支援を実施することとしております。

一方、有効求人倍率が 1.5 倍を超える高水準で推移する中、企業の皆様には人
材確保が大きな課題となっているところです。

このため、ハローワークにおきましては、本年 1 月から機能が強化される職業
紹介システムも活用し、求人・求職者のマッチング支援について一層強化するこ
ととしております。

また、京都府をはじめとした地方公共団体、業界団体等との連携を図りつつ、
企業の人材確保に向けて引き続き取り組んでまいります。

新しい年におきましても、労働行政に寄せられる期待は大きく、使命は大変重
いものと受け止めております。このような施策を展開していくためには、関係者
の皆様のご理解とご協力は不可欠です。皆様方のなお一層のご支援、お力添えを
賜りますようお願い申し上げます。

結びにあたりまして、皆様のますますのご健勝、ご活躍を祈念申し上げ、新年
のご挨拶といたします。

　南保　昌孝　南保　昌孝
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～事業主の皆様へ～

いわゆる就職氷河期世代は、雇用環境が厳しい時代に就職活動を行わざるを得なかった世代
であり、当時、希望する就職が出来ず、現在においても不本意ながら不安定な仕事についてい
る、あるいは無業の状態にある方が多数おられます。３０代後半から４０台後半に差し掛かっ
ているこれらの方々が安心して自分の能力を十分に発揮できないようでは社会的損失にもつ
ながりかねません。 

ハローワークでは就職氷河期世代の方々の支援を喫緊の課題として支援に取り組んでいま
すので、事業主の皆様におかれましても就職氷河期世代の方々が安心して応募できるような求
人募集に御協力をお願いします。

就職氷河期世代に「限定」した求人が行えるようになりました※

就職氷河期世代を「歓迎する」旨の表現が行えるようになりました※

※「限定求人」「歓迎求人」は、ハローワークでの募集に限った取組になりますのでご了承ください
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和元年12月27日時点）

 

御協力いただける場合は、次の①②のうち御対応可能な取組を管轄のハローワークにお申出ください
 

＜募集にあたっての留意事項＞
●募集年齢は 歳以上 歳以下として設定します
●必要な経験や免許資格（実務経験を要するもの）については不問でお願いします
●期間定めのない労働契約を締結するものとしてください
●求人票内に「限定求人」である旨を表記します

＜限定求人に応募できる方＞
●就職氷河期世代の方のみご紹介します

ここでいう就職氷河期世代とは、①年令が概ね35歳以上55歳未満の方、②正社員雇用の機会に
恵まれなかった方（基準あり）、③安定した雇用を希望している方のことをいいます

 

＜募集にあたっての留意事項＞
●募集年齢は不問であること（「～ 歳以下」といった定年を理由とした年齢制限の場合も含む）
●その他の募集条件は上記の「限定求人」と同じです
●求人票内に「歓迎求人」である旨を表記します

＜歓迎求人に応募できる方＞
●就職氷河期世代の方を最優先にご紹介しますが、それ以外の方もご紹介します

１

２

2



障害者就職面接会のご案内障害者就職面接会のご案内
令和元年度第２

回
令和元年度第２

回

就職内定状況
○高校生の求人は、3.25倍と好調をキープしていますが、人気の事務職・製
　造職関係の求人は不足しています！
○大学生の就職内定率は調査開始以来最高を更新しています。
【高　校】 （11月30日現在）

求人数
（人）

求職者数
(人）

就職内定者数
(人）

求人倍率
（倍）

就職内定率
（％）

令和２年３月卒 6,048 1,861 1,459 3.25 78.4

平成31年３月卒 5,688 1,897 1,542 3.00 81.3

平成30年３月卒

平成29年３月卒

※対象は、学校や公共職業安定所からの職業紹介を希望した生徒です。
※令和2年3月卒は103校からの報告により集計

【大学・短期大学】 （12月１日現在）

就職希望者数
（人）

就職内定者数
（人）

就職内定率
（％）

23,286 18,564 79.7

※令和2年3月卒は39校からの報告により集計

お問い合わせ先：京都労働局訓練室　☎ 075-277-3224

22,617 18,182 80.4

令和2年３月新規学校卒業予定者の令和2年３月新規学校卒業予定者の

4,929 1,878 1,453 2.62 77.4

5,221 1,875 1,471 2.78 78.5

28,485 22,593 79.3

28,104 22,453 79.9

令和２年３月卒

平成31年３月卒

平成30年３月卒

平成29年３月卒
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令和元年 京都府内の高年齢者の雇用状況について

お問い合わせ先：京都労働局職業対策課　☎ 075-275-5424
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高年齢者の雇用状況の推移

平成２０年までは５１人以上規模企業、平成２１年以降は３１人以上規模企業の割合
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（H３０年から調査開始）

2,953

99.9 0.4ポイント2,951

100％

80.8 2,386

62.4
79.3

27.2 803

28.6 846

100 99.8

実施は着実に進んでいます。

88.4
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主 催：京都労働局 独立行政法人労働者健康安全機構 京都産業保健総合支援センター

共 催：京都働き方改革連絡協議会

改正女性活躍推進法等セミナー
のご案内

～パワーハラスメント防止措置が義務化されます！～

①キャンパスプラザ京都第一講義室【定員１００名】
令和２年２月１８日（火）

②ロームシアター京都サウスホール 【定員４００名】
令和２年２月２１日（金）

③市民交流プラザふくちやま市民交流スペース
令和２年２月１３日（木） 【定員１００名】

南部会場 １３時３０分～１５時３０分（受付 １３時～）
北部会場 １３時～１５時（受付１２時３０分～）

一般事業主行動計画の策定等の義務が、常用労働者３００人以下１０１人以上の
事業主に拡大されます。また、常用労働者301人以上の事業主は、自社の女性の活
躍に関する情報について、現在1項目以上の公表の義務付けから、2項目以上の公表
義務となります。

改正女性活躍推進法

1
労働施策総合推進法により、パワーハラスメント防止措置を講じることが事業主

に義務付けられます。また、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法に定められた、
セクシュアルハラスメント、妊娠・出産、育児休業等に関するハラスメント対策が
強化されます。

改正労働施策総合推進法等

2
治療と仕事の両立支援について

3

京都労働局マスコットキャラクター
御池ちゃん

●参加ご希望の方は次ページの申込書をＦＡＸでご送信ください。

北部会場

南部会場

参加無料

働き方改革実行計画に基づき、会社の意識改革と受け入れ態勢の整備を図るとと
もに、主治医、会社・産業医と患者に寄り添う両立支援コーディネーターのトライ
アングル型のサポート体制を構築することが求められています。京都府内における
相談対応等支援体制の状況を説明します。

＜構成団体＞日本労働組合総連合会京都府連合会、京都府商工会議所連合会、京都府商工会連合会、京都府中小企
業団体中央会、一般社団法人京都経営者協会、一般社団法人京都経済同友会、公益社団法人京都工業会、公益社団
法人京都労働基準協会、株式会社京都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫、京都北都信用金庫、京都府、京都
市、近畿経済産業局、京都労働局、（オブザーバー）一般社団法人京都銀行協会、京都府信用金庫協会、京都中小
企業家同友会、京都働き方改革推進支援センター、京都府中小企業人材確保・多様な働き方推進センター、京都府
よろず支援拠点、独立行政法人労働者健康安全機構京都産業保健総合支援センター、京都府社会保険労務士会　　
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①２月１８日 キャンパスプラザ京都 ②２月２１日 ロームシアター京都

会場へのアクセス

「参加申込票」◆ＦＡＸ ０７５－２４１－３２２２◆
以下に必要事項をご記入の上、切り取らずに、この面をそのままＦＡＸでご送信下さい。

２月１８日キャンパスプラザ京都会場へのご参加は、１企業１名様に限らせていただきます。

希望日
希望日に〇をご記入下さい。 南部会場 ・２月１８日（火） ・２月２１日（金）

北部会場 ・２月１３日（木）

会社名
参加
人数

名

参加者
（代表者のみ）

役職

氏名

連絡先 ☎ － － （ＦＡＸ） － －

※会場が定員に達し次第、受付終了となります。

（定員に達した場合は、京都労働局ホームページでお知らせします）

・定員内の場合、あらためてご連絡はいたしませんので、そのままお越しください。
・お申込みの際にご記入いただいた個人情報は本説明会の運営以外には使用いたしません。

京都労働局雇用環境・均等室 TEL ０７５－２４１－３２１２
〒604-0846 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町４５１

お申込み・お問い合わせ先

※申込締切令和２年１月３１日（金）

③２月１３日 市民交流プラザふくちやま

＊①の会場には駐車場がわずかしかございません。
②、③の会場には有料駐車場がございますが、
他の施設と共用となりますので、なるべく公共交
通機関をご利用ください。
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京都府の雇用失業情勢
● 令和元年 11 月内容 ●

令和元年12月27日
京都労働局職業安定部

【雇用失業情勢の総括】
雇用保険被保険者数は、前年同月比で1.4％増と116か月連続で増加している。
有効求職者数（原数値）、雇用保険受給者実人員は前年同月比で減少している。
令和元年11月の有効求人倍率（季節調整値）は1.56倍で、前月より0.01ポイント上昇し、31か月連続で1.5
倍以上の高水準を維持している。
正社員の有効求人倍率（原数値）は1.24倍で、前年同月より0.03ポイント上昇した。
以上のことから、京都府内の雇用情勢は、着実に改善が進んでいると判断する。

【求人・求職の動向】
（１）�　有効求人数（季節調整値）は、60,582人と前月に比べ1.5％増加し、有効求職者数（同）は、38,954人

と前月に比べ0.9％増加した。
（２）�　有効求職者数（原数値）は、37,217人で前年同月比0.3％減少した。
　　�　新規求職者数（原数値）は、7,088人で前年同月比6.3％減少した。内訳は、一般が4,387人で同5.2％
減少し、パートは2,701人で同8.0％減少した。新規常用求職者（パートを除く）の構成比をみると、在職
者31.1％、離職者62.2％（うち事業主都合14.3％）、無業者6.7％である。なお、新規常用求職者の事業主
都合による離職者数は、前年同月比4.6％減少している。

（３）�　有効求人数（原数値）は、60,897人で前年同月比1.7％減少した。
　　�　新規求人数（原数値）は、19,788人で前年同月比5.3％減少した。内訳は、一般が11,129人で同4.6％
減少し、パートは8,659人で同6.2％減少した。主要産業別にみると、前年同月比では、学術研究,専門・技
術サービス業（17.2％増）、宿泊業,飲食サービス業（26.3％増）、生活関連サービス業,娯楽業（13.0％増）、
教育,学習支援業（9.8％増）、医療,福祉（1.0％増）が増加した。一方、減少した産業は、農,林,漁業（43.8％
減）、建設業（1.8％減）、製造業（12.5％減）、情報通信業（31.2％減）、運輸業,郵便業（26.4％減）、卸
売業,小売業（8.5％減）、金融業,保険業・不動産業,物品賃貸業（15.3％減）、複合サービス事業（56.9％減）、
サービス業（他に分類されないもの）（5.4％減）となった。

（４）�　就職件数は、2,504件で前年同月比8.0％減少した。内訳は、一般が1,243件で同15.7％減少、パートは
1,261件で同1.1％増加した。雇用保険受給者の就職件数は、762件で同3.7％増加した。

有効求人・有効求職及び有効求人倍率の推移

注:年度の数値は原数値で、月別の数値は季節調整値である。なお、平成30年12月以前の月別の数値は季節調整替えにより
　 公表値とは異なる場合がある
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